
防府市新規就業者経営自立化支援事業費補助金交付要綱 

平成２４年１０月２５日制定 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、新規就業者に対して所要経費の一部を助成し就業直後の

立ち上がりを支援する、新規就業者経営自立化支援事業（以下「事業」とい

う。）に係る補助金（以下「補助金」という。）について必要な事項を定め

るものとする。 

（補助の対象及び補助率） 

第２条 市長は、毎年度予算の範囲内において山口県漁業協同組合（以下「事

業主体」という。）が防府市内で行う事業に要する経費について、別表に定

める補助率により事業主体に対し補助金を交付する。 

（事業対象者） 

第３条 事業の対象者は、令和３年４月１日以降に経営を開始した（１）又は

（２）のいずれかに該当する経営開始から１年を経過しない者で、（３）及

び（４）のいずれも満たす者とする。 

(１) 山口県漁業就業者確保育成センターが実施する２年以上の長期漁業技

術研修（国又は市が実施する同様の漁業就業対策事業を含む。以下「研修

」という。）を修了した者で、研修修了後１年以内に経営を開始する者 

(２) 研修未実施の漁家子弟（市内で本人若しくは配偶者の祖父母、父母又

は兄弟姉妹が漁業を営むものをいう。）であり、経営を開始するまでに漁

業に従事していた期間が１年以上３年未満で支援金の受給開始時に４５歳

未満の者 

 (３) 漁業で自立可能な計画を有していること。 

(４) 漁船を事業対象者名義で取得していること。ただし、事業対象者が家

族（本人若しくは配偶者の祖父母、父母又は兄弟姉妹をいう。以下同じ。

）から漁船を取得したときにあっては、操業時に当該漁船に家族が同乗し

ていないこと。 

（事業の内容） 

第４条 事業主体は、事業対象者に対し、別表に定める事業に要する経費を経

営自立化支援金（以下「支援金」という。）として支給するものとする。 



（研修・漁業経営計画書の提出） 

第５条 支援金の受給を希望する事業対象者は、山口県の定めるチャレンジ漁

業総合支援事業実施要領（令和７年３月３１日付け令６水産振興第１１０１

号、以下「県要領」という。）第３条第１項に基づき研修・漁業経営計画書

を事業主体に提出するものとする。 

２ 研修・漁業経営計画書を見直す必要が生じた場合は、第１項の規定を準用

する。 

（事業実施計画の承認） 

第６条 事業主体は、事業を実施しようとする場合は、県要領第３条第２項に

基づき事業実施計画を策定し、同項に定められた事業実施計画推薦書を市長

に提出するものとする。 

２ 市長は、事業実施計画推薦書及び事業実施計画の内容を審査し、適当と認

められる場合は、県要領第３条第３項に基づき審査会に諮るものとする。た

だし、別表に定める事業に要する経費のうち４年目及び５年目の経費は、こ

の限りでない。 

３ 市長は、県要領第４条第３項に基づき、事業主体に事業実施計画の承認の

通知を行うものとする。ただし、別表に定める事業に要する経費のうち４年

目及び５年目の経費は、市長が事業実施計画の内容を審査し、適当と認めら

れる場合は、事業主体に事業実施計画の承認の通知を行うものとする。 

４ 事業実施計画の変更については、第１項から第３項までの規定に準じて行

うものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 前条第３項に規定する事業実施計画の承認を受けて、補助金の交付を

受けようとする事業主体は、補助金交付申請書（第１号様式）に事業計画書

（第２号様式）を添付し、市長に申請するものとする。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の補助金交付申請書の提出があった場合は、その内容を

審査し、補助金を交付することが適当であると認める時は、補助金の交付を

決定し、その旨を事業主体に通知する。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定をする場合において、補助



金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付すこと

ができる。 

（事業計画の変更に係る承認の申請） 

第９条 事業主体は、前条の補助金の交付の決定があった後、事業計画に変更

を加えようとするときは、あらかじめ補助金の変更承認申請書（第３号様式

）に変更後の事業計画書を添付し、市長に申請し承認を受けなければならな

い。 

（支援金の支給） 

第１０条 第８条に規定する補助金の交付決定を受けた事業主体は、事業対象

者から県要領第５条第１項に基づくチャレンジ漁業総合支援事業支援金交付

申請書及び確約書（次項の規定に係るもの）を提出させ、支給が適当である

と判断したときは、支援金の交付決定を行い、支援金を事業対象者に支給す

るものとする。 

２ 事業主体は、支援金の交付決定に際し、県要領第５条第２項に基づく条件

を付するものとし、その際に支給期間とあるのは１年目から３年目までの支

給期間と読み替えるものとする。 

３ 前項の条件に該当するか否かは、事業主体の判断によるほか、市長が第１

２条の規定に基づく営漁報告書及びその他必要な書類の内容を審査した上で

判断するものとし、事業対象者が前項の条件に該当するに至った場合には、

事業主体は市に対し、事業対象者に支給した金額を速やかに返還するものと

する。 

なお、市長は審査に際し、水揚げ伝票等の証票類の提出を事業主体に求め

ることがある。 

（事業の中止又は廃止） 

第１１条 事業主体は、事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ

事業中止（廃止）承認申請書（第４号様式）により市長に申請し、承認を受

けなければならない。 

（実績報告） 

第１２条 事業対象者は、支給期間及び、１年から３年までの支給終了後３年

までの間又は１年から３年までの支給期間の１．５倍までの間のいずれか長



い期間について、毎年度末日までに県要領第６条第１項に基づく営漁報告書

を事業主体に提出しなければならない。 

２ 事業主体は当該年度の事業を完了したときは、事業実績報告書（第５号様

式）に事業実績書（第２号様式）を添付し、事業の完了した日から起算して

２０日を経過した日、又は事業年度の３月３１日のいずれか早い期日までに、

市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の実績報告書の提出があった場合において、その内容

の審査及び必要に応じて行う検査の結果、適当であると認めるときは、交付

すべき補助金の額を確定し、その旨を事業主体に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１４条 前条の規定により通知を受けた事業主体が、補助金の交付を受けよ

うとするときは、速やかに補助金交付請求書（第６号様式）を市長に提出し

なければならない。 

（補助金の交付決定の取り消し等） 

第１５条  市長は、事業主体が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の全部又は一部を取り消すことができる。       

(１) この要綱に違反したとき。 

(２) 提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

(３) 事業主体が補助金の交付に関して付した条件に事業対象者が違反した

とき。 

２  市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

既に補助金が交付されているときは、事業主体に対し期限を定めてその返還

を命ずるものとする。 

（報告及び調査） 

第１６条 市長は、必要があると認めるときは事業主体に対し補助金に係る事

業について報告を求め、又は市の職員に調査させることができる。 

（その他） 

第１７条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 



附 則 

この要綱は、平成２４年１１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

別表（第２条及び第４条関係） 

事業に要する経費 補助率 

 

事業に要する経費は、支給期間を最大５年間とし、

年次ごとに次に掲げる金額を限度額とする。 

 

(１) １年目 月額 125,000 円、年額 1,500,000 円 

(２) ２年目 月額 100,000 円、年額 1,200,000 円 

(３) ３年目 月額  75,000 円、年額  900,000 円 

(４) ４年目 月額  50,000 円、年額  600,000 円 

(５) ５年目 月額  25,000 円、年額  300,000 円 

 

全額を補助する。た

だし、左記の(１)、

(２)及び(３)は、県要

領別表に基づく研修経

費支援金又は実践経費

支援金の交付決定を条

件とする。 

 

 

 

 

 


